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1.	 顕在化する「新たな」課題	 












指すことが記された。2010 年 5 月に申請が開始されると、特措法にもとづく救済申請のた
め公害健康被害補償法(以下、公健法と表記)にもとづく認定申請者は減少に転じ、和解に
至る訴訟や紛争状態を終結させる協定をチッソ1と結ぶ被害者団体も現れた。特措法申請窓
口は 2012 年 7 月末で閉め切られ、全国で 65,151 人が申請した2。	 







前後する未認定患者運動、2004 年最高裁判決以降の認定申請者の増大、そして 2013 年最高
裁判決以降の状況。水俣病はその被害の規模を徐々に明らかにしながら、未審査・未処分
者の増大という 3 度目の水俣病問題の「始まり」を迎えようとしている。	 
	 水俣病被害の裾野の広さが明らかになる一方で、患者個々人が抱える水俣病被害の深刻
さも公式確認から 60 年を前に、その度合いを増しながら顕在化してきている。	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
1	 会社名は時代によって変化しているが、本稿では一貫してチッソと表記する。	 
2	 「救済に 6 万 5 千人	 県内 4 万 3 千人」『熊本日日新聞』(2012 年 8 月 31 日)。	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3	 「環境大臣	 祈りの言葉」http://www.minamata195651.jp/requiem_2012.html（最終確認
日 2014 年 11 月 15 日）。	 
4 環 境 省 「 水 俣 病 問 題 の 解 決 に 向 け た 今 後 の 対 策 に つ い て 」
http://www.env.go.jp/chemi/minamata/pdf/kongo_no_taisaku.pdf（最終確認日 2013 年 1






















































































































第１部	 	 事例としての水俣病問題 
	 
第１章	 	 公害被害の分析枠組	 




























	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 















の時期に該当する。第二の山は 1968 年から 1975 年ころにかけてあり、これは国が水俣病
を公害病として公式に確認してから第一次訴訟判決の頃にあたる。その後いくつかの盛り
上がりを見せながら、第三の山が 2004 年から 2013 年頃にかけてみられる。これは、関西
訴訟最高裁判決から2009年の特措法成立そして、2013年の最高裁判決へと至る時期になる。	 
	 それでは、水俣病問題はどのような学問分野において議論されていたのか。上位５分野
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
6	 2014 年 11 月 15 日時点。なお、「水俣病に関する」とは、国会図書館ホームページの蔵書
検索において、タイトルに「水俣病」と入れ検索された記事を指している。	 
7 「国会図書館逐次刊行物分類表」 http://www.ndl.go.jp/jp/library/data/z.pdf(最終確認日
























































































































































































































































































上げられる。70 年代から 80 年代にかけて科学技術分野で定期的に記事が出されているが、
これは雑誌『公害研究』で水俣病特集が組まれたことに由来する。80 年代から 90 年代は、














































































運動』(1984)では、「被害者たちの組織的行動が高揚したのは、1960 年代後半から 70 年代
前半にかけてであったが、その動きの中でさえ、未だ問題を認識できない被害者や行動に
踏み切れない被害者があり、潜在化のゆえに被害が増幅される状態が払拭されたわけでは























































































































































































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
対抗心のようなものがある。社会学が「人間特例主義パラダイム」(Human	 Exemptionalism	 
Paradigm)を脱却し、「新しいエコロジカル・パラダイム」（New	 Ecological	 Paradigm）へ

















































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
14	 環境社会学会ホームページより引用（http://www.jaes.jp/rule、最終確認日 2014 年 10




























	 環境社会学における水俣病研究は、1991 年から 97 年の間に飯島伸子と舩橋晴俊が中心と
なり行われた新潟水俣病に対する調査から始まる。飯島らは新潟に焦点を当てた理由を「熊
本水俣病についての諸研究の蓄積と比べて、社会科学的研究の空白が存在していた」（飯


























































































































































































































































て、これがもうひとつの MD	 status を創り出し、地域社会の関係性に影響を与えることを
31	 
	 





















	 栗原彬は水俣病公式確認 50 年を前にして、次のように述べている。	 
	 










































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 































	 被害と障害という水俣病をめぐる 2 つの焦点が見えてきた今、これら２つの焦点を同時
に見つめながら今一度水俣病問題の歴史を振り返ることで、その補償はどのように見えて
くるだろうか。この点に着いては、第２部で、水俣病患者に対するさまざまな福祉的対策















（第１節）。次に、60 年代の沈黙の時代を経て 69 年の第一次訴訟の提起から 73 年の補償協
定締結経といたる過程（第２節）を、そしてそれ以降急速に深刻化していく未認定患者問





	 1956 年の 4 月下旬、新日本窒素水俣工場附属病院属病院に水俣市月浦の漁師の子ども 2
名が相次いで入院した。その後立て続けに類似の症状を訴える患者が入院したことを受け、
5 月 1 日、伝染病を疑った病院長の細川一が原因不明の神経疾患児続発を報告し、水俣病が
公式に確認される。8 月には熊本大学奇病研究会が発足し、翌月、熊本県は厚生省に奇病の
発生を報告する。	 
	 翌 57 年の 2 月には、熊大研究班は水俣湾に関して漁業禁止か食品衛生法の適用が必要と
確認し、8 月には県衛生部長が照会をする。だが、厚生省は、「水俣湾内特定地域の魚介類
がすべて有毒化している明らかな根拠は認められない」として、法の適用は不可との回答

















停に乗り出し、最終的に、59 年 12 月 30 日、互助会とチッソとの間に「見舞金契約」が結








































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 






出来事により、水俣病問題は「終わる」。これ以降に認定されたのは 60 年に 8 人、翌 61 年
には 1 人、62 年に、胎児性水俣病と認定された子ども 16 人、そして 64 年に幼児が 1 人認
定された以外には水俣病と疑われる患者発生の報告はなく、審査会は開催されなくなる。	 
しかし、1965 年 6 月に新潟水俣病が発生したこと、そして 68 年 9 月 26 日、政府が水俣
病を公害として公式に確認したことなどを受けて、水俣病問題は再び「始まる」。新潟の患
者との交流で再び活性化した互助会のうち、補償のあり方をめぐって、厚生省が設置した
水俣病補償処理委員会に確約書を提出して調停を依頼することを拒否した 29 世帯 112 名が、
69 年 3 月、チッソを相手取り、企業責任と損害賠償を求めて提訴し、水俣病第一次訴訟が
始まる。69 年 9 月には水俣病研究会が発足され、原告の訴えの論拠や裏付けを提示してい
くなど、支援の動きも活発化し始める。	 










	 1971 年 7 月になると環境庁が発足し、水俣病関連業務が厚生省から移管される。翌 8 月、
棄却されたことに異議を唱えた患者の行政不服審査請求において、患者が逆転認定された
ことをきっかけに、環境庁は、事務次官通知「公害にかかる健康被害の救済に関する特別
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
19水俣病患者審査協議会と公害被害者認定審査会の間には、水俣病患者診査会と水俣病患者審査
会が存在している。水俣病患者審査協議会は厚生省公衆衛生局に臨時に置かれていた機関だっ







































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 






	 さて、75 年 6 月、環境庁は、水俣病認定業務促進検討委員会の役目は終わったとしてこ
れを発展的に解消、水俣病認定検討会を開催し、多数の申請者の認定促進のための認定基











返し 52 年判断条件を批判されながらもこれを堅持していく。	 
	 
3.拡大する未認定患者問題と政治解決	 
	 大量棄却という事態に直面した未認定患者のうち、1980 年 6 月、不知火海沿岸の 5 市 5
町 85 人が、国・熊本県・チッソを相手取り、総額 13 億 8,000 万円の損害賠償を求める初
の国会賠償請求訴訟を熊本地裁に提訴し、水俣病第三次訴訟が始まる。国と県については、
不作為による水俣病拡大責任などを理由として国家賠償法にもとづいた損害賠償請求を行
う。84 年 8 月には、全国の水俣病被害者の会・弁護団が、被害者の早期完全救済を目的と
して「水俣病被害者・弁護団全国連絡会議」（全国連）が結成され、以降、第三次訴訟は熊
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 



























87 年 3 月には、第三次訴訟熊本地裁が出され原告が勝訴する。被告・原告ともに控訴す
るが、このとき水俣病裁判において初めて国と熊本県の国家賠償法上の責任が認められる。









































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 






























い、なにより大阪地裁判決が不当であることを理由とした関西訴訟原告団は、2001 年 4 月、
水俣病事件で国と熊本件の責任を認める初の高裁判決を勝ち取る。チッソは上告すること
なくその賠償責任が確定したが、国と熊本県は、被害拡大を放置した行政責任が認定され









































ことなく死亡した母親の棄却取消を求める訴訟（2001 年提起）に 2005 年に認定義務付けを




	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 








された27。申請は 2010 年 5 月 1 日から開始され、熊本、鹿児島、新潟の 3 県をあわせ 7,562
人を記録した認定申請者は201年 2月 28日の時点で286人まで減少し、和解に至る訴訟や、
紛争状態を終結させる協定をチッソと結ぶ被害者団体も現れた。特措法は救済対象を確定
させるために 2012 年 7 月末で申請が締め切られた。7,000 人を超える和解と、65,151 人の
特措法申請者28。水俣病問題は何度目かの「終わり」を迎えようとした。	 











	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
月 11 日提訴，原告数 9 人，被告はチッソ・国・熊本県）と「新潟三次訴訟」（2008 年 3 月
27 日提訴，原告数 18 人，被告は昭和電工・国・新潟県）が，特措法で「非該当」や地域・
年齢で「対象外」とされた補償請求を求めるとして「特措法訴訟」熊本（2013 年 6 月 30 日
提訴，原告 325 人，被告はチッソ・国・熊本県）と同新潟（2013 年 12 月 11 日提訴，原告
22 人，被告は昭和電工・国）が，公害健康被害補償法による棄却処分取消や認定を求める




28	 「救済に 6 万 5 千人	 県内 4 万 3 千人」『熊本日日新聞』(2012 年 8 月 31 日)。特措法二基
づく救済の対象者は、３県合わせて 32,244 人となった（「特措法救済	 一時金支給対象は 3
万 2244 人」『熊本日日新聞』2014 年 8 月 29 日）。	 
45	 
	 
第２部	 	 水俣病問題における被害補償と障害福祉のダイナミクス	 
	 
第３章	 	 初期の水俣病被害者救済運動と貧困問題（1956〜1968）	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 



















俣病の被害拡大を防ぐには、水俣湾産の魚介類に対して食品衛生法第 4 条第 2 項の適用が








度が貫かれている。政府公式見解（9 月 16 日）により、チッソが原因であることが確定し
46	 
	 
た直後の 1968 年 10 月 1 日号において、見出しにはじめて水俣病の三文字が現れる（石田，
1983：69-70）。そこでこの章では、県の消極的な姿勢や水俣市の「水俣病かくし」の姿勢
を前提にした上で、行政の水俣病対策を概観していく。	 





























	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
29	 その他、水俣市は患者家庭に対して盆・暮の見舞金の支給（1957 年６月、患者家族の生
活困窮に対する更生資金貸し出し（1957 年 12 月）を行っている。	 
30小野（2005）は、1960 年代の半ばの水俣市では、100 人あたり生活保護を受給している人














	 こうした事態を受けて、1957 年 11 月、水俣市議会奇病対策特別委員会は政府に対して、
「原因も未だ判明せず関係漁民は生活の資なく、罹患者並びに其の家族は絶望の断崖に立
ち其の生活は既に転落の生きにあって絶大なる援護の手を渇望しているのであります」と















に着目して論じた岡本民夫によれば、1956 年度に 18 例あった生活保護 1968 年度には 4 例
にまで減少していく。その要因の１つとして 1959 年末に締結された見舞金契約で得られた
一時金や年金が、生活保護法の補足性の原理31に基づいて被保護世帯の収入として認定され
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32	 橋本彦七は 1950 年、前年に市制施行により町から市になった水俣市の初代市長となり、







































年 12 月に水俣病患者のための仮病棟を水俣市立病院内に建設、患者 11 人を収容する。翌 7
月には専用病棟が完成し、患者 29 名を公費で入院させる。1964 年 4 月には、後に完成する
水俣病患者のためのリハビリテーションセンターに備えて、水俣市立病院に医療ソーシャ








市内の水俣病患者は 66 人。うち 23 人が市立病院の水俣病棟に入院、残りは自宅療養を続け
ている。200 ベッドのうち、30 ベッドは同患者のために確保されるが、小児マヒ、中風など








いまま 4 年後に死亡している。	 
33	 「市が一生面倒みる	 胎児性の患者“コロニー”の計画も	 橋本市長、水俣病で語る」『熊
本日日新聞』(1968 年９月 11 日)。	 

























	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
36「完成した水俣市立病院付属湯之児病院リハビリテーション・センター」『熊本日日新聞』






はなかった。石田雄はこの時期の市報から次のように述べている。「1963 年（昭和 38 年）
11 月 1 日号には『健康福祉まつり』の記事があるが、『更に全市民の福祉と健康を記念して








て、家族構成や経済状況、職業、年齢分布、症状などについての聞き取りを 1964 年 8 月と





























	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
38	 「水俣病の子らに愛を	 熊短大、水俣市立病院“励ます会”の会員募集」『熊本日日新聞』
(1964 年 8 月 14 日)．	 
39	 水俣市湯之児リハビリテーションセンターには、胎児性水俣病患者のうちすでに市民病
院の本院に入院していた 8 名に加え、新たに在宅患者 10 名が入院する．内田の調査による
と当時の胎児性患者の総数は 20 名であるため、90％が入院したことになる。そのため、こ
の時採用した医療ケースワーカーだけでは足りず、水俣市立病院は、重度の心身障害を有



























































































系に組み込むことであった。だが、1973 年 3 月、水俣病第一次訴訟は原告側の勝訴に終わ




は月平均 767、人員 1,524 人、保護率 40.0 となった。なお、48 年度中損害賠償金受領によっ
て保護廃止となった世帯は 64 世帯であった。	 
	 49 年度は前年度に引続き水俣病損害賠償金受領によって保護廃止措置がなされたことな
どから、保護世帯数月平均 692、前年度に比べて 75 世帯の減、人員にして 1,286 人、前年比






















	 また、1969 年 4 月、湯之児病院に入院していた重度の胎児性水俣病患者らがリハビリを
受けながら学習する場として、病院の一室に水俣市立第一小学校の分校が開設される43。









	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
42	 救済法では、医療手当月額 4,000 円、介護手当て（ただし看護人を雇った場合）9,000
人をそれぞれ給付するとしたが、重症患者で家族が面倒を見る場合、介護料がつかないこ
とになっており、これに対して患者側は方の不備を指摘していた（『熊本日日新聞』「在宅
患者にも介護料	 水俣病	 厚生省、給付を確約」1969 年 12 月 6 日）。	 







第４章	 	 未認定問題のかげで（1968〜2004）	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 





























	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 









































岡本民夫と光永輝雄は、1968 年 9 月の段階では、認定患者の中で 30 歳未満が 68.1%（患者



















水俣診療所は、開設後は 30 人ほどであった外来患者が 77 年には 150 人に達するようにな





























水俣協立病院の訪問介護実績は、2003 年の時点で訪問件数約 100 件、延べ 500 人に達し、
水俣市内の訪問看護対象疾患者の約 7 割を占めるに至った（尾崎，前掲：129）。	 
	 
3.仕事ば、よこせ！	 







































1973 年 9 月には、財団法人水俣病センターの設立委員会が開催され、正式名称が「相思
社」と決定、全国から集められたカンパによって翌 4 月に水俣病センターが完成する。と
りわけ④にも挙げられている胎児性患者の働くことをめぐる問題は、職業訓練所として 60
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
47田尻（2009）ではこの文書の出典が記載されていなかったので、ここでは田尻の記述をそ
のまま引用している。	 
48	 相思社ホームページ「沿革	 相思社の設立」を参照した（http://www.soshisha.org/jp/	 





































50	 キノコ工場の試みは 1981 年間で続いた。工場の建物は、現在、水俣病考証館として使わ
れている。	 





































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
52『埋もれた報告』（NHK、1976 年 12 月 18 日放送）に登場した胎児性患者の言葉より引用。	 
63	 
	 












































































































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 







	 「ほっとはうす」の前身である「カシオペア会」は、1991 年 11 月に水俣で開催された国
際会議「産業環境及び健康に関する水俣国際会議」において同時企画された胎児性患者に
よる写真展開催に向けた活動がきっかけとなり、これを一緒に準備し応援した胎児性水俣病






























































































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 









































病第三次訴訟、そして特に 52 年判断条件の基準について言及した 1985 年 8 月の水俣病第
二次訴訟福岡高裁判決が出されて以降となる。	 
	 福岡高裁判決を受けて、環境庁は 52 年判断条件を変更する必要はないとの認識を示した
ものの、認定申請を棄却されたいわゆる「ボーダーライン層」の患者に対する何らかの補



















業を受けるための申請は 95 年 3 月 31 日で閉め切られたが、1995 年 12 月の政治解決に基づ
く水俣病総合対策医療事業として翌１月 22 日から 7 月 1 日まで再開される。	 
	 さて、この最終解決策をめぐって、自社さ連立与党は 1995 年 5 月、「水俣病問題解決に
ついての 3 党合意（中間報告）を承認し、翌 6 月に解決策を正式に決定する。その際に出
された「水俣病問題の解決について」（三党まとめ）という文書には「5.地域保健福祉対策
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
57	 「第 1 回中央公害対策審議会環境保健部会水俣病問題専門委員会議事速記録」（平成 3 年














































































































第５章	 胎児性・小児性患者の高齢化と福祉的対策	 (2004〜2014)	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 被害補償と障害福祉をめぐる状況は、1995 年政治解決の受諾を拒み裁判継続の道を選択
したチッソ水俣病関西訴訟原告が最高裁で勝訴判決を勝ち取って以降大きく変化していく。

















熊本県と協議を重ね、2005 年 4 月に「今後の水俣病対策」58を発表し、「規制権限の不行使
により水俣病の拡大を防止できなかったことを真摯に反省して、国として、ここにすべて
の水俣病被害者に対し謝罪の意を表する」と陳謝した。その上で「平成 18 年に水俣病公式







	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
58 環境省ホームページ「今後の水俣病対策」，http://www.env.go.jp/chemi/minamata/taisaku 


































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
59第 10 回水俣病問題に係る懇談会での小池百合子環境大臣の発言，http://www.env.go.jp/ 


































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
60 環境省ホームページ，『「水俣病問題に係る懇談会」提言書』http://www.env.go.jp/council/ 































































of	 Daily	 Living、以下 ADL と表記）は入浴（全面介助と部分介助合わせて 17 名）、ついで
用便（13 名）、整容（洗顔）（12 名）、食事（10 名）であることを示した。また移動につい
ては、補助機不要歩行（15 名）、座位（9 名）、臥位（5 名）、要補助機歩行（2 名）の順で
あることを示した。これを 1988 年時における胎児性水俣病患者の ADL と比較検討したとこ





















障がいがあっても地域で暮らす	 いつでも誰でも通えて	 何かあれば泊まれる	 自宅へも
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
61	 「胎児性水俣病患者	 生活支援へ基金	 共同作業所代表・加藤さん創設」『熊本日日新聞』
(2002 年 3 月 21 日)。	 
62	 「胎児性水俣病	 公式確認から 40 年	 健康、将来…募る不安」『西日本新聞』(2002 年 12
月 15 日)。	 













案で公募し、同年 8 月採用が決定された。これは、2008 年 4 月に宿泊機能を備えた小規模
多機能型施設「胎児性・小児性水俣病患者等地域生活支援事業所ほっとはうす『みんなの
家』」として開所され、短期入所、生活介護、在宅支援などの事業が開始される。この時期、
行政も水俣病問題における福祉的対策について積極的に発言している。2009 年 7 月から











設も少なくとも，水俣病公式確認 60 年に欠かせない課題」(加藤，2011:	 17)と述べている。
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
64	 環境省ホームページ，「第 7 回水俣病問題に係る懇談会会議録」http://www.env.go.jp/	 
council/26minamata/y260-07a.html（最終確認日 2014 年１１月 3 日）。	 
65 「小林環境事務次官が退任	 水俣病福祉など課題」『熊本日日新聞』（2011 年 1 月 8 日）。	 
66	 福祉重視の姿勢はその後の環境省事務次官にも引き継がれている。（「患者の福祉万全に	 
谷津環境省次官が就任会見」『熊本日日新聞』2013 年 7 月 5 日）。	 
67	 「胎児性患者らのケアホーム建設	 知事『積極的に検討』」『熊本日日新聞』（2012 年 9
月 12 日）。	 




このケアホームは、2014 年 4 月、土地取得費を除いた事業費約 8,400 万円の 4 分の 3 を国
と県から助成を受け完成し、「おるげ・のあ」と命名される。随時入居が開始され現在 4 名























	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
69	 「胎児性・小児生患者らの居住施設完成」『読売新聞』（2014 年 4 月５日）。	 
70	 「胎児性水俣病患者は今」『くまパワ NEWS』(2014 年 10 月 3 日放送)より引用。	 

































































































第３部	 	 重なり合う被害と障害	 
	 
第６章	 	 胎児性・小児性水俣病患者の自立の条件とその支援の課題	 









































































償以外の補償としては、慰謝料 A ランク 1800 万円、B ランク 1700 万円、C ランク 1600 万
円、月々の終身特別調整手当(年金)として月額 A ランク 17 万円、B ランク 9 万円、C ラン
ク 6.7 万円が支払われる。なおランクについては、症状の悪化に応じて変更申請が可能と
















施策にかかわる自己負担に準じて、利用者(1 割)又は事業者(4 分の 1)が自己負担をするこ
とが原則とされている74。このように、既存の仕組みでは対応することのできないニーズに





































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
75熊本県環境生活部水俣病保健課職員への聞き取りによる（実施日 2012 年 9 月 5 日）。	 
76	 「不知火海を歩く	 水俣編――胎児性患者の問いかけ③」『熊本日日新聞』(2007 年 4 月 4
日)。	 
77平成 25 年 4 月１日より障害者総合福祉法が施行されている。	 















2008 年 4 月に宿泊機能を備えた小規模多機能型施設「胎児性・小児性水俣病患者等地域生
活支援事業所ほっとはうす『みんなの家』」を開所し、短期入所サービスを提供している。
また、胎児性・小児性患者が介護を受けながら暮らすことのできるケアホームの建設が国
と県の助成を受けて進められており。2014 年 3 月に完成、「おるげ・のあ」と命名された。
「ほっとはうす」施設長の加藤たけ子氏はこのケアホームに関して「終の棲家にもなりえ
るもう一つの家でもある共同住宅のようなケアホームの建設も少なくとも、水俣病公式確




	 胎児性と確認される患者は 70 名を超えるがその正確な数は把握されておらず、今なおそ
の全容解明には至っていない(原田，2012:	 70)。そこで、本節では社会福祉法人さかえの
杜「ほっとはうす」を利用する胎児性・小児性患者 9 名を対象とした82、聞き取りは 2011





80	 「水俣病患者と家族の滞在型施設完成」『熊本日日新聞』(2011 年 8 月 29 日)。	 
81	 「水俣病は終わっていない	 第１部	 乙女塚から（4）胎児性の娘介護	 『あと何年でき
るか…』」『熊本日日新聞』（2010 年 5 月 5 日）。	 
82	 「ほっとはうす」では、調査を実施した 2011 年 12 月時点で 20 名の職員と、水俣病被害
者そして地域に暮らす障害のある人たち 28 名が働いている。	 
87	 
	 
年 12 月から 2012 年 1 月にかけて複数回行なった。そのため、「おるげ・のあ」は完成して
おらず、ケアホームは将来の選択肢の一つとして語られている点に注意されたい。	 
	 内訳は胎児性患者 8 名、小児性患者 1 名。認定患者 8 名、未認定患者 1 名。男性 6 名、

























患者、55 歳、男性)は月に 3 回「みんなの家」にショートステイしている。全体的に体の調
子は悪くなってきており、特に食事の際の飲み下しに困難を感じるという。「誰か人がおれ
ばよかばってん」と話す B 氏は、「みんなの家」に泊まるとき、常に職員や昔からのなじみ
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 







	 一方、G 氏(未認定小児性患者、60 歳、女性)は、将来は兄弟と暮らしたいという気持ち
もあり、これからも自宅での生活を続けていくことを希望している。数年前に母親を亡く
して以降団地で一人暮らしをしている。就寝の際に不安を感じたり薬の飲み忘れがあった

























そこで、補償協定にもとづいて支払われる年金の増額を求めて現在の B ランクから A ラン




























































時間、つまり 1 日にして 5 時間程度の支給であった事例を紹介している。このときは、支
援者が地域生活支援事業の「緊急時支援」で家政婦派遣を環境省に求めて 24 時間の支援体
制を実現させたが、それも 3 ヶ月限定かつ本人の 1 割負担が求められた。その後延長が認











































































































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
84谷洋一氏への聞き取りによる（実施日 2010 年 11 月 22 日。	 
93	 
	 
第７章	 	 環境汚染と障害者—福島原発事故が明らかにしたもの-	 






























































































































































































































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
る原子力損害の範囲の判定等に関する中間指針補（自主的避難等に係る損害について）」（平

























































































べ 2 倍以上高いことがわかっている91。また、福島第一原子力発電所原発から 30km 圏内に
ある相双地区の 10 市町村では障害者・障害児に就労や活動の場を提供していた施設の休廃
止が進む92。前者の事例では、移動手段や情報の獲得などの面において日常的に困難を抱え
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
91	 「障害者の死亡率 2 倍――迫る津波、救援後手	 電話通じず、警報聞けず」『毎日新聞』
（2011 年 12 月 24 日朝刊）。	 






























































	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
ている。日本では 1980 年代半ば以降各地に設立された。2014 年 2 月 4 日時点で全国自立生





自立生活プログラム、住宅サービス（住宅情報の提供）の 4 つのサービスのうち 2 つ以上
を不特定多数に提供していること、④会費の納入が可能なこと、⑤障害種別を問わずサー
ビスを提供していること、となっている。	 
94	 対象は障害程度区分 4 以上。2013 年 4 月 1 日に施行された障害者総合支援法では、重度
訪問介護について 2014 年 4 月 1 日から重度の肢体不自由者に加え，重度の知的・精神障害
者も対象となっている。	 
















ンターと表記）97に務める障害者は、福島原発事故発生から１年を前にした 2012 年 2 月、













	 福島市の介護事業所などでつくる障害者自立支援協議会が 2012 年 1 月に実施した「居宅
介護等サービス事業所	 マンパワーに関するアンケート」の集計結果によれば、ヘルパー
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
96	 『東北関東大震災障害者救援本部特集号	 自立情報発信基地』第 4 号(2012)：2-3。	 
97	 支援センターの活動については，白石（2013）に詳しい。	 
98	 支援センター障害当事者スタッフへの聞き取りから（実施日 2012 年 2 月 1 日）。	 
105	 
	 
の過不足状態に関して、24 の回答事業所のうち「不足が顕著」が 12 団体（50%）、「不足気




























	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
99	 「原発事故後	 半数以上ヘルパー不足」『福島民友』(2012 年 2 月７日)。	 






3.4.1.事業所 A の直面する介助者不足102	 
	 福島市103にある自立生活センターA(以降、事業所 A と表記)は県北最大の訪問介護事業所
として、地域に暮らす障害者104に対して介助サービス（居宅介護・重度訪問介護・移動支援
事業）や各種相談、情報提供などを行っている。事業所 A の震災前の 2010 年 12 月 16 日時
点での介助サービス事業における利用登録者は 188 名、うち重度訪問介護利用 15 人（件数
740）であった。東日本震災から１年後の 2012 年 3 月 15 日時点では、利用登録者 171 人、
うち重度訪問介護利用 14 人（件数 836）へと減少、2 年目の 2013 年 3 月 22 日時点では利
用登録者 139 人、うち重度訪問介護利用 13 人（件数 777）となっている。一方、介助者に
ついては、2010 年 12 月 16 日時点の介助サービス事業における介助登録者は 163 名であっ
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
101	 調査期間は 2011 年 10 月から 2013 年１月。聞き取りは福島市内にある自立生活センター







102	 事業所 A に関する数値は，以下，断りのない限り事業所の季刊誌（月１回発行）を基に
している。なお、季刊誌を引用する場合は以降『季刊誌』と表記する。	 
103	 福島第一原子力発電所から 60km ほど離れたところにある福島市は、高い放射線量を記録
する地域があるものの、警戒区域や計画的避難区域に指定された地域はない(2013 年 4 月時
点)。2011 年 3 月 15 日時点で県内の総避難者数 102,882 人のうち自主避難者は 40,256 人、
福島市においては 3,234 人と記録されている。また、2011 年 8 月末時点で県内の自主避難
者は 3.6 万人と推計している（『福島県における避難の概況』http://www.mext.go.jp/	 
b_menu/shingi/chousa/kaihatu/016/shiryo/_iscFiles/afieldfile/2011/09/21/1311103_
1_2.pdf,	 最終確認日 2014 年 4 月 16 日)。なお、自主避難者には地震や津波の避難者も含
まれる。	 
104	 福島市健康保健部『平成 24 年度	 福島市の福祉事業』によると、福島市には 2012 年 4
月 1 日時点で、身体障害者手帳所持者数が 12,727 人、療養手帳所持者が 2,056 人、精神障
害者保健福祉手帳所持者数が 1,504 人、障害児（18 歳未満）が 820 人暮らしている。	 
107	 
	 
た。震災から１年後の 2012 年 3 月 15 日時点では介助登録者は 117 人へと減少し、2 年目の





	 事業所 A の『季刊誌』2011 年 11 月号には、震災発生から半年が経過した 10 月 24 日に行
われた登録介助者との懇談会に関する記事があり、介助者に対して「今月も介助者が絶対
的に不足していて、登録介助者の募集を行っていること、常勤の新しい介助者の採用を進
めていることをお話しました」とある。不足状態は 2012 年以降も変わらず、4 月には街頭
















	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
105	 震災から１年を経て登録介助者は 46 人減少するが、これは 2012 年 6 月に開催される総
会に向けた資料作成のため、介助者に対し登録継続の意志を確認したことによる。つまり、
もともと介助をしておらず震災後に辞めた人の数も含まれるため、登録介助者の減少がそ
のまま深刻な意味をもつということではない(事業所 A スタッフ a 氏への聞き取りから、実
施日 2012 年 5 月 30 日)。	 
106	 事業所 A スタッフ b 氏への聞き取りから（実施日 2012 年 2 月 1 日）。	 


























	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
108	 事業所 A スタッフ b 氏への聞き取りから（実施日 2012 年 2 月 1 日）。	 
109『季刊誌	 』2013 年 4 月号より。	 
110	 事業所 A 障害当事者スタッフ c 氏への聞き取りから（実施日 2013 年 4 月 24 日）。本稿は
介助者の不足を主題としているため論点として提出しなかったが、聞き取りの際、利用者
不足による事業所経営の悪化、また障害当事者スタッフ減少(7 名から 4 名)も問題化してき
ていることが指摘された。	 











る。福島県社会福祉協議会の『福祉職場への就職希望者意向調査報告書』（2012 年 3 月）113
によれば、希望する職場（単数回答）は「分野は問わない」が 30 人（19.4%）。ついで、「高
齢者福祉施設（通所）」が 25 人（16.1%）、「高齢者福祉施設（入居）」が 22 人（14.1%）で
あった。「老人保健施設」の 3 人（1.9%）を合わせると 3 割強が高齢者関係施設で働くこと
を希望している。一方，障害者福祉では、「身体障害者関係福祉施設」が 4 人（2.6%）、「知
的障害者関係福祉施設」が 7 人（4.5%）、「精神障害者関係福祉施設」が 6 人（3.9%）、事業
所 A が分類される「訪問介護事業所」は 6 人（3.9%）であった。また、希望する職種（単
数回答）については、「介護職員・ホームヘルパー」が 75 人（48.4%）ともっとも高く、求











を裏付けるように、2012 年 8 月 4 日に、福島県社会福祉協議会が主催した「福祉の仕事合
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
112	 事業所障害当事者元スタッフ d 氏（当時）への聞き取りから（実施日 2012 年 9 月 19 日）。	 
113	 調査対象は平成 24 年 1 月 10 日現在、福島県福祉人材センターに登録している有効休職
登録者（在学中の者も含む）。調査機関は平成 24 年 1 月 10 日〜20 日。調査方法は調査票に
よる郵送及び窓口配布によるアンケート調査で回収率は 33.6%（配布数 461、回答数 155）。	 
114	 福島市社会福祉協議会スタッフへの聞き取りから（実施日 2012 年 10 月 31 日）。	 


























	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
116	 『季刊誌』2012 年 9 月号より。	 
117	 厚生労働省福島労働局発表「最近の雇用失業情勢について」(平成 25 年 4 月 30 日)	 
http://fukushima-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/var/rev0/0090/6507/2013430101046.p




第８章	 	 障害に焦点を当てることの環境社会学的含意	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 




























































































































































































































































おわりに	 	 今後の課題	 






























	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
118ほっとはうすの	 「みんなの家」については、地域の障害者も利用している。	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